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「中小企業等に対する金融円滑化対策の総合的パッケージ」について 

【トピックス】 
 

 

 

 
金融庁は、厳しい経済金融情勢や雇用環境が続く中、企業金融についても政策的対応が必要との認識か

ら、9 月 29 日に、「貸し渋り・貸し剥がし」対策を検討することを公表し、その後、各種経済団体、金融

業界からのヒアリングや所要の検討プロセスを経て、先般、「中小企業等に対する金融円滑化対策の総合

的パッケージ」をとりまとめたところです。 

 本パッケージは、10 月 30 日に国会に提出された「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨

時措置に関する法律案（「中小企業金融円滑化法案」）」を中心として、その実効性を確保するための諸措

置を併せて実施していこうというものです。 

 具体的には、以下の内容となっています。 

 

１． 中小企業金融円滑化法案の制定 

   本法案においては、まず、金融機関（注）は、中小企業者又は住宅ローンの借り手から申込みがあ

った場合には、できる限り、貸付条件の変更等の適切な措置をとるよう努めるものとしています。さ

らに、金融機関は、他の金融機関、政府関係金融機関、信用保証協会や、企業再生支援機構等中小企

業支援を行う諸機関との連携を図りつつ、できる限り、貸付条件の変更等の適切な措置をとるよう努

めるものとしています。 

 （注）対象金融機関は、銀行・信金・信組・労金・農協・漁協及びその連合会、農林中金 

   こうした努力義務の実効性を高めるため、金融機関に対して、貸付条件の変更等を円滑に行うため

に必要な体制整備や貸付条件の変更等の実施状況や整備した体制等の開示、当局に対する定期的な報

告を義務付けることとしています。また、当局も、金融機関からの報告をとりまとめて公表すること

としているほか、金融機能強化法の適切な運用や信用補完事業の充実のための措置を講じることとし

ています。 

 

２．検査・監督上の措置 

   中小企業金融円滑化法の実効性を確保するために、法律の施行に併せて、検査マニュアルや監督指

針について、例えば条件変更等を行っても不良債権に該当しない要件を従来より拡充する等の改定を

行うこととしています。 

   また、検査・監督の実務においても、金融機関の中小企業融資や経営改善支援への取組み状況を重

点的に検証していくこととしています。 

 

３． その他の措置 

   上記の措置のほか、本法案の対象となっていない政府関係金融機関についても、本法の趣旨を踏ま

え、貸付条件の変更等に柔軟に対応するよう努めることを要請することや、金融庁幹部が、中小企業

等と連携し、全国の中小企業者等と意見交換を行うことも検討しています。 

 

   

金融庁としては、中小企業金融円滑化法案が早期に成立・施行され、本パッケージが迅速かつ適切に実

施されていくことにより、国民の皆様が安心して年を越すことができるよう、引き続き努めてまいります。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から第 173 回国会における金融庁関連法律案

について（中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律（案）（平成 21
年 10月 30日提出））（10月 30日）にアクセスしてください。 

 
 
 
 
 
 

http://www.fsa.go.jp/common/diet/173/index.html
http://www.fsa.go.jp/common/diet/173/index.html
http://www.fsa.go.jp/common/diet/173/index.html
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平成22年度概算要求について 

平成22年度税制改正要望について 
 

 

 

  

去る 10月 30日、金融庁は「平成 22年度 税制改正要望」を財務省及び総務省に提出しました。 
本年は、税制改正要望を取りまとめるにあたり、広く御意見の募集を行いました。その結果、179 先の

個人及び団体等から計 456 件の御意見をお寄せいただいたところであり、これらの御意見を参考に、以

下のとおり要望を取りまとめ提出しました。 
まず、個人投資家の積極的な市場参加を促す環境を整備する観点から、金融商品間の損益通算の範囲

拡大を要望しています。具体的には、上場株式等の譲渡損失と配当との間のみならず、より幅広い金融

商品間での損益通算を認めるということ、債券の利子と譲渡損失の損益通算を認めるにあたって、現行の

債券税制を見直すことを要望しています。 
また、海外投資家による我が国金融・資本市場への投資を促進する観点から、非居住者等による債券

投資に係る利子の非課税措置の充実を要望しています。具体的には、非居住者等が受け取る国債・地方

債に係る利子の非課税措置について簡素化・拡充を図ること、非居住者等が受け取る社債等に係る利子に

ついても非課税措置を導入することを要望しています。 
さらに、巨大災害に対する支払いを確保する観点から、火災保険等に係る異常危険準備金制度の措置

の恒久化又は延長について、その他、少額の上場株式等の投資のための非課税制度の法制上の措置の実

現や、生命保険料控除制度の改組に伴う所要の法制上の措置の実現等を要望しています。 
 
※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から平成２２年度 税制改正要望に係る御意見

の募集の結果及び平成２２年度税制改正要望について（10月 30日）にアクセスしてください。 
 

 

 

 

 

１．金融行政においては、業態を超えて金融システム全体に幅広く影響を及ぼした世界的な金融危機の

経験等を踏まえながら、金融システムの健全性を確保するとともに、日本経済の改革・繁栄を支える

金融の円滑化等の取組みを推進していくことが必要です。 

 

２．平成 22 年度の概算要求に当たっては、政府全体の方針に基づき既存予算の徹底した見直しを行っ

た上で、こうした金融庁に課された役割を的確に果たしていくために必要な予算について要求を行っ

ています。 

 

３．具体的には、 

① 新規増員（195人）に必要な経費 

② 海外当局との連携強化に必要な経費 

③ 利用者の利便性向上のための情報システム整備に必要な経費 

等、総額で239億円を要求しています。 

 

４．この他、預金保険機構に係る政府保証枠については、金融システムの安定を引き続き揺るぎないも

のとするとの考え方に基づき51兆円を要求しています。 

また、銀行等保有株式取得機構に係る政府保証枠については、セーフティネットとして引き続き十

分な規模の買取り枠を確保するとの考え方に基づき20兆円を要求しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20091031-4.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20091031-4.html
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（参考 平成22年度定員要求） 

 
19年度末 

定員 

20年度末 

定員 

21年度末 

定員 

22年度 

増員要求 

 21年度 

増員要求 

（増員数） 

総務企画局 ２９６ ３１４ ３３０ ６３   ６５（１４）

検 査 局 ４５１ ４４１ ４３０ ２３  １８（４）

監 督 局 ２３８ ２５３ ２７３ ４０   ４２（２３）

証券取引等監視委員会 ３４１ ３５８ ３７４ ６１   ６０（２２）

公認会計士・監査審査会 ４７ ５１ ５５ ８    １０（５）

総 計 １，３７３ １，４１７ １，４６２ １９５  １９５（６８）

（注）22年度においては、定員合理化計画に基づき21名を削減。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「平成22年度機構・定員及び予算要求 

について（平成21年10月）」（平成21年10月16日）にアクセスして下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.fsa.go.jp/common/budget/yosan/22youkyuu-1.html
http://www.fsa.go.jp/common/budget/yosan/22youkyuu-1.html
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中小企業金融に関するアンケート調査結果の概要について 
 

 

 

  

中小企業金融の実態把握の一環として、平成 21 年８月から９月上旬にかけて、全国の財務局等を通じ

て、商工会議所及び経営指導員等を対象に聴き取り調査を実施したところ、その調査結果の概要は以下の

とおりとなりました。 
 
１．中小企業の業況等に関するアンケート調査（８月実施） 
○  各都道府県の商工会議所 47 先を対象に、会員企業の業況や資金繰りの現状と先行き等について

聴き取り調査を実施しました。 
①  中小企業の業況感は、厳しい状況が続いています。なお、先行き D.I.は、前回調査の▲93 か

ら▲85となっています。 
  悪化の要因としては、「売上げの低迷」の割合が最も大きく、次いで、「販売価格の下落」が続

いています。 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

悪化の要因（回答割合）
① ② ③ ④ ⑤ ⑥

原油・原材
料価格等、
仕入原価の
上昇

販売先との
関係による
販売価格転
嫁の遅れ

需要の低迷
による売上
げの低迷

競争過多に
よる販売価
格の下落

株式・為替
市場はじめ
グローバル
な市場変動
の影響

規制の強
化・緩和の
影響

▲94 ▲87 11.1 12.5 56.3 12.5 7.6 0.0
( ▲91 ) ( ▲94 ) ( 9.2 ) ( 11.8 ) ( 54.9 ) ( 10.5 ) ( 13.7 ) －

▲91 ▲81 5.2 5.9 52.3 32.0 3.3 1.3
( ▲94 ) ( ▲94 ) ( 4.9 ) ( 7.4 ) ( 52.8 ) ( 30.1 ) ( 4.9 ) －

▲98 ▲89 4.3 8.6 58.3 25.2 3.6 0.0
( ▲96 ) ( ▲96 ) ( 5.2 ) ( 12.3 ) ( 56.8 ) ( 20.0 ) ( 5.8 ) －

▲94 ▲91 6.0 8.4 49.4 28.3 1.2 6.6
( ▲96 ) ( ▲94 ) ( 9.6 ) ( 10.2 ) ( 49.7 ) ( 18.6 ) ( 4.0 ) －

▲87 ▲77 3.4 5.1 61.9 28.0 1.7 0.0
( ▲89 ) ( ▲89 ) ( 5.6 ) ( 8.5 ) ( 57.7 ) ( 23.9 ) ( 4.2 ) －

▲91 ▲85 1.7 2.6 69.8 18.1 4.3 3.4
( ▲91 ) ( ▲89 ) ( 1.6 ) ( 5.6 ) ( 64.3 ) ( 15.1 ) ( 8.7 ) －

▲89 ▲87 12.4 10.2 55.5 19.0 1.5 1.5
( ▲98 ) ( ▲96 ) ( 9.9 ) ( 16.0 ) ( 53.1 ) ( 16.0 ) ( 4.9 ) －

▲92 ▲85 6.5 7.8 56.9 23.5 3.3 2.0
( ▲93 ) ( ▲93 ) ( 6.8 ) ( 10.4 ) ( 55.2 ) ( 19.3 ) ( 6.5 ) －

（注１）Ｄ．Ｉ． ＝ 「良い」と回答した先数構成比 － 「悪い」と回答した先数構成比
（注２）悪化の要因については、複数回答可としている。
（注３）表中の括弧書は21年5月時点の調査結果
（注４）悪化の要因⑥は今回から変更。（前回までは、「建築基準法改正の影響」）

区分

Ｄ．Ｉ．（良い－悪い）

現状 先行き

（単位：％）

製造業

小売業

卸売業

建設業

サービス業

不動産業

運輸業

平均
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② 中小企業の資金繰りも、厳しい状況が続いています。なお、先行きD.I.は、前回調査の▲80 
から▲71となっています。 
悪化の要因としては、「中小企業の営業要因（販売不振、在庫の長期化等）」の割合が最も大 

きく、次いで、「金融機関の融資態度」が続いています。 

   

① ② ③ ④ ⑤
販売不振・在
庫の長期化
等、中小企業
の営業要因

融資審査等、
金融機関の融
資態度

融資期間・返
済条件等、金
融機関の融資
条件

改正貸金業法
施行の影響
等、ノンバン
クの融資態
度・動向

セーフティ
ネット貸付・
保証等、信用
保証協会や政
府系金融機関
等の対応

▲79 ▲79 69.3 16.8 3.0 2.0 8.9
( ▲79 ) ( ▲79 ) ( 73.2 ) ( 10.3 ) ( 7.2 ) ( 0.0 ) ( 9.3 )

▲74 ▲70 73.1 9.7 6.5 2.2 8.6
( ▲74 ) ( ▲79 ) ( 79.8 ) ( 10.1 ) ( 3.4 ) ( 0.0 ) ( 6.7 )

▲74 ▲74 79.3 6.9 3.4 2.3 8.0
( ▲72 ) ( ▲77 ) ( 84.3 ) ( 6.0 ) ( 3.6 ) ( 0.0 ) ( 6.0 )

▲79 ▲72 60.9 21.7 6.1 1.7 9.6
( ▲85 ) ( ▲85 ) ( 57.9 ) ( 19.5 ) ( 13.5 ) ( 0.0 ) ( 9.0 )

▲66 ▲62 79.7 8.1 2.7 0.0 9.5
( ▲83 ) ( ▲79 ) ( 82.4 ) ( 7.7 ) ( 3.3 ) ( 0.0 ) ( 6.6 )

▲72 ▲67 62.0 19.4 6.5 1.9 10.2
( ▲80 ) ( ▲83 ) ( 56.3 ) ( 18.8 ) ( 13.3 ) ( 0.0 ) ( 8.6 )

▲79 ▲74 80.0 8.2 4.7 0.0 7.1
( ▲81 ) ( ▲81 ) ( 81.8 ) ( 4.5 ) ( 6.8 ) ( 0.0 ) ( 6.8 )

▲75 ▲71 71.0 13.7 4.8 1.5 8.9
( ▲79 ) ( ▲80 ) ( 71.7 ) ( 12.0 ) ( 8.0 ) ( 0.0 ) ( 7.8 )

（注１）Ｄ．Ｉ． ＝ 「良い」と回答した先数構成比 － 「悪い」と回答した先数構成比
（注２）悪化の要因については、複数回答可としている。
（注３）表中の括弧書は21年5月時点の調査結果

区分

Ｄ．Ｉ．（良い－悪い）

現状 先行き

（単位：％）悪化の要因（回答割合）

製造業

小売業

卸売業

建設業

サービス業

不動産業

運輸業

平均

 
 

２. 金融機関の融資動向等に関するアンケート調査（8月～9月上旬実施） 

 ○ 各地域の商工会議所の経営指導員等573名（注）を対象に、中小企業への融資姿勢に対する評価、

金融庁施策の認知状況等について聴き取り調査を実施しました。 

   （注）「各地域の商工会議所の経営指導員等」とは、商工会議所及び商工会の経営指導員、公認会

計士、税理士等をいう。 

  ① 中小企業への融資姿勢に対する評価において、積極的評価の割合が最も大きいのは、政府系金

融機関。次いで、協同組織金融機関、地域銀行、主要行の順です。 

消極的評価の割合が最も大きいのは、主要行。次いで、地域銀行、政府系金融機関、協同組織金

融機関の順です。 

 

 

18 .8

30. 6

18 .6

13 .1

2 .0

3 5.0

3 7.1

43.6

3 3.5

1 1.4

31 .2

2 0.2

27 .5

3 7.9

5 3.0

1 0.9

9 .2

8.1

1 2.6

18.3 15 .3

2 .9

4 .1

2 .8

2 .3

0% 10 % 2 0% 3 0% 4 0% 50 % 60 % 70 % 80 % 9 0% 1 00 %

合 計

政 府 系 金 融 機 関

協 同 組 織 金 融 機 関

地 域 銀 行

主 要 行

積 極 的 で ある や や 積 極的 で あ る どちら と も言 え な い
や や 消 極 的 で あ る 消 極 的 で あ る
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我が国の預金取扱金融機関のサブプライム関連商品及び証券化商品等の保

有額等について 

② 金融庁施策の認知状況は以下のとおりです。 

「金融検査マニュアル別冊（中小企業融資編）」          97.4％ 

「金融円滑化のための集中検査」                      71.5％ 

「貸出条件緩和債権に該当しない場合の取扱いの拡充」  88.3％ 

「金融円滑化ホットライン」                          82.9％ 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から中小企業金融に関するアンケート調査結果

の概要（平成21年10月15日）にアクセスしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

金融庁では、我が国の預金取扱金融機関について、本年６月末時点におけるサブプライム関連商品等及

び FSF 報告書における先進的開示事例を踏まえた証券化商品等の保有額等を取りまとめ、平成 21 年９

月 11日に公表しました。 
サブプライム関連商品等については、６月末において、我が国の預金取扱金融機関全体で、保有額は約

4,070 億円（３月末比 約▲420 億円）、評価損及び実現損累計額の合計額は約１兆 1100 億円（３月末比

約１兆 940 億円）となりました。 
他方、証券化商品等全体については、６月末において、保有額は約 17 兆 9,490 億円（３月末比 約▲

5,340 億円）、評価損及び実現損累計額の合計額は、約３兆 1,420 億円（３月末比約３兆 3,020 億円）と

なり、証券化商品等全体の評価損及び実現損の累計額は、３月末時点と比べ、約 1600 億円減少しました。 
このように証券化商品等全体で損失が減少している原因については、様々な影響が考えられますが、金

融機関による減損処理、売却が進んでいることに加えて、市況が改善しつつあることや為替の影響により

証券化商品等の評価損が圧縮されたこと等が考えられます。 
金融庁では、平成 19 年９月末以降、我が国預金取扱金融機関全体におけるサブプライム関連商品等や

証券化商品等（※）の保有状況を、統一した基準の下に開示してきました。こうした取組みは、サブプラ

イムローン問題に端を発するグローバルな金融市場の混乱が証券化商品等を通じて我が国の金融システム

に与える影響についての理解の一助となるものであると考えています。 
金融庁としては、情報発信の取組みをこれからも推進し、金融システムの現状や金融行政の考え方に容

易にアクセスできる環境の整備を引き続き図っていきたいと考えています。 
 

http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091015-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091015-1.html
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「中小企業向け融資の貸出条件緩和が円滑に行われるための措置」 

に基づく貸出条件緩和の状況について 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から我が国の預金取扱金融機関のサブプライ

ム関連商品及び証券化商品等の保有額等について（平成 21 年 9 月 11 日）にアクセスしてください。 
 

 

 

 

 

 

 

金融庁では、金融機関が借り手に対する貸出条件の緩和に柔軟に応じることができるよう、昨年 11 月

7 日に、各監督指針及び金融検査マニュアル別冊[中小企業融資編]を改定しました（「中小企業向け融資の

貸出条件緩和が円滑に行われるための措置」）。 
本年６月５日公表（平成 21 年１～３月期）に引き続き、9月 11日に同措置に基づく金融機関による中

小企業向け融資の貸出条件緩和の状況（平成 21年４～６月期）を公表しました。 
今回の調査・集計では、金融機関が中小企業に対して貸出条件の緩和を行った債権は、主要行等、地域

銀行及び信用金庫・信用組合全体で、平成 21 年４～６月期において 36,550 件（１兆 6,743 億円）とな

り、前回の集計結果と比べて若干の減少は見られるものの、先般の措置以前の平成 20 年７～９月期と比

較すると、件数ベースで 30.6％（金額ベースで 40.0％）の増加となっています。 
また、貸出条件の緩和を行った債権のうち、経営改善の見込みがあり、不良債権に該当しなかった債権

は、平成 21 年４～６月期において 14,360 件（8,339 億円）となり、これを平成 20 年７～９月期と比較

すると、件数ベースで 14.0倍（金額ベースで 21.7倍）となっています。 
 金融庁においては、昨年 11 月の措置を実効あるものにすべく、金融機関や中小企業に対する周知・広

報等に取り組んできました。今回の調査結果から、こうした取組みにより、この措置の効果が浸透しつつ

あることが伺えると考えています。  

http://www.fsa.go.jp/news/20/20081107-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/20/20081107-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-10.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-10.html
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「外国監査法人等に対する検査監督の考え方」の公表について 

 
※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「中小企業向け融資の貸出条件緩和が円滑

に行われるための措置」に基づく貸出条件緩和の状況について（平成 21 年４～６月期）（平成 21 年

9月11日）にアクセスしてください。 

 

 

 

 

 
平成 20 年４月より施行された改正公認会計士法において、わが国に上場する外国会社等から提出され

る有価証券報告書等の監査証明を行う外国監査法人等について、原則として、わが国当局への届出義務が

課せられるとともに、指示、報告徴収、立入検査等の制度が整備されました。 
 金融庁及び公認会計士・監査審査会（以下、「審査会」）は、外国監査法人等に対する検査監督の方針等、

具体的な実施手続や留意事項等を定めていくため、「外国監査法人等に対する検査監督の考え方（案）」に

ついて、広く意見の募集を行い、平成 21 年９月 14 日に「外国監査法人等に対する検査監督の考え方」

を公表しました。 
 
＜考え方の概要＞ 
○ 検査監督の基本的考え方について 

金融庁及び審査会は、①外国監査法人等の所属する国の監査制度や監査人監督体制がわが国と同等

であり、②情報交換等に係る取極め等により、必要な情報が得られ、かつ、③相互主義が担保される

場合には、当該国当局が行う報告徴収又は検査に依拠することとし、原則として、当該国の外国監査

法人等に対する報告徴収及び検査は行わないものとする。 
 
○ 検査監督の実施について 

上記の条件のいずれかが満たされず、相互依拠によることができない場合には、金融庁及び審査会

が、以下を基本として報告徴収及び検査を実施することとする。 
１． 報告徴収：審査会は、届出書等として提出された情報に加え、原則として３年に１度、当該国当 
局に通知した上で、必要と認められる情報の提出を報告徴収により求める。 

２． 検査対象先の選定等：審査会は、徴収した情報等の分析を行い、外国監査法人等における監査証 
明業務に相当すると認められる業務が適切に行われているか等について、検査により確認すること

http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-4.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-4.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-4.html
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預金口座の不正利用に係る情報提供件数等について 

が必要と認められる場合には、当該外国監査法人等を検査対象先として選定する。 
３． 検査の実施：審査会は、外国監査法人等に対して検査を通知する前に、原則として、当該国当局 
に検査を行う旨を通知する。検証対象に関しては、個別監査業務についてはわが国の金融商品取引

法の規定により提出される財務書類に係るものに限定し、検査の効率化と外国監査法人等の負担軽

減に努めながら、業務管理体制等の検査を実施する。 
４． 検査結果の通知、フォローアップ：審査会は、日本語を原本として検査結果を通知し、英語によ 
る翻訳文を参考として添付する。さらに、金融庁は、検査結果の指摘事項に関する改善計画の報告

徴収や、改善の進捗状況の確認及び必要かつ適切な場合における指示を行うことを基本とする。 
５． 行政処分：外国監査法人等の監査証明業務に相当すると認められる業務の運営が著しく不当と認 
められる等の場合には、金融庁は、原則当該国当局に通知した上で、業務改善指示を発出すること

を基本とする。 
 
※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「「外国監査法人等に対する検査監督の考

え方」の公表について」（平成 21年９月 14日）にアクセスして下さい。 
 

 

 

 

 

平成15年9月12日、金融庁は、預金口座を利用した悪質な事例が大きな社会問題となっていることを

踏まえ、当局が預金口座の不正利用に関する情報提供を受けた場合には、明らかに信憑性を欠くと認めら

れる場合を除き、当該口座が開設されている金融機関及び警察当局への情報提供を速やかに実施する旨事

務ガイドライン（現監督指針）を改正したところであり、その情報提供件数等について、四半期毎に公表

しています。 

 これによると、調査を開始した平成15年9月以降、本年9月30日までに、金融庁及び全国の財務局等

において、24,555件の預金口座の不正利用に係る情報提供を行いました。 

 また、金融機関としても、預金口座の不正利用と思われる情報があった場合には、直ちに調査を行い、

本人確認の徹底や、必要に応じて預金取引停止、預金口座解約といった対応を迅速にとっていくことが肝

要であり、本年9月 30日までに、当局が情報提供を行ったものに対し、金融機関において、13,131 件の

利用停止、9,321件の強制解約等を行っています。  

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「「預金口座の不正利用に係る情報提供件

数等について」（平成21年10月30日）」にアクセスしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強制解約等 利用停止 調査中 その他

累計
(増減）

累計
(増減）

累計
(増減）

累計
(増減）

1,055 22,672
8,621
（378）

12,051
   （551）

449
（52）

1,551
（74）

909 23,581
8,978
（357）

12,603
（552）

384
（▲65）

1,616
（65）

974 24,555
9,321
(343)

13,131
(528)

448
(64)

1,655
(39)

主要行 443 16,296
7,038
(196)

8,117
(185)

282
(49)

859
(13)

地方銀行・第二地方銀行 180 3,253
1,207

(44)
1,661
(115)

89
(8)

296
(13)

信用金庫・信用組合 33 962
464
(21)

340
(11)

65
(2)

93
(▲1)

その他金融機関 318 4,044
612
(82)

3,013
(217)

12
(5)

407
(14)

平成21年3月末
(増減は平成21年1月～3月)

預金口座の不正利用に係る情報提供件数等

平成21年9月末
(増減は平成21年7月～9月)

平成21年6月末
(増減は平成21年4月～6月)

金融機関の対応

累計

情報提供件数

期中

＊）調査を開始した平成15年9月16日以降、全国の財務（支）局において受け付け、金融機関に対して情報提供を行ったもの（一部、金融庁において
　　受け付けた情報を含む）を累計ベースでカウント。
＊）増減は、前四半期末に比した数。
＊）その他は、金融機関が調査した結果、特段不審な点が見受けられなかったもの、口座不存在であったもの等。
＊）主要行は、都銀・長信銀・信託から新生銀行、あおぞら銀行を除いたもの。
＊）埼玉りそな銀行は、地方銀行・第二地方銀行に含む。
＊）その他金融機関は、主要行、地方銀行・第二地方銀行以外の銀行（平成19年10月以降は、ゆうちょ銀行を含む）及び労金等。

http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20090914-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20090914-2.html
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「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等について 

（期間：平成21年７月１日～９月30日） 

 

 

 

 

 

 

金融サービス利用者相談室（以下「相談室」）に寄せられた利用者からの相談件数や主な相談事例等の

ポイント等については、四半期毎に公表しています。平成21年７月１日から９月30日までの間における

相談等の受付状況及び特徴等は、以下のとおりです。なお、今回の公表分とは別に、金融円滑化「大臣目

安箱」情報として受け付け、大臣に直接届けられたものがあります。 

 

１．平成 21年７月１日から９月 30日までの間に、11,167 件の相談等（詳細については、「金融サービ

ス利用者相談室」における相談等の受付状況等（平成21年10月30日）をご参照ください。）が寄せ

られています。１日当たりの受付件数は平均180 件となっており、21年４月１日から６月 30日まで

の間（以下「前期」）の実績（203件）と比べて減少しています。 

 

２．分野別の受付件数としては、預金・融資等に関するものが 3,541 件（32％）、保険商品等に関する

ものが 2,729 件（24％）、投資商品等に関するものが3,366 件（30％）、貸金等に関するものが 1,294

件（12％）、金融行政一般・その他が237件（２％）となっています。 

 

３．分野別の特徴等としては、 

  (1)  預金・融資等については、個別取引・契約の結果に関する相談等が減少したこと等から、前期

に比べて減少しています。 

(2)  保険商品等については、個別取引・契約の結果に関する相談等がやや減少したこと等から、前

期に比べてやや減少しています。 

(3)  投資商品等については、行政に対する要望等に関する相談等が大幅に減少したこと等から、前

期に比べて減少しています。 
ただし、未公開株に関する相談等は増加しています。 

 (4)  貸金等については、個別取引・契約の結果に関する相談等が減少したこと等から、前期に比べ

て減少しています。 

 

４．なお、受け付けた相談等の中には、検査・監督上参考となる情報（注）も寄せられており、利用者

全体の保護や利便性向上の観点から、金融機関に対する検査における検証や監督におけるヒアリング

等、金融行政を行う上での貴重な情報として活用しています。 

(注）検査・監督上参考となる情報の例 

① 預金取扱金融機関によるリスク性商品等の販売時における顧客への説明態勢及び広告等の不適正

な表示に関するもの 
② 預金取扱金融機関における説明を求めた際の不適切な顧客対応に関するもの 
③ 預金取扱金融機関が借り手に対する優越的な地位を利用して行った金融商品の販売に関するもの 
④ 預金取扱金融機関の個人情報の取扱いに関するもの 
⑤ いわゆる貸し渋り・貸し剥がしに関するもの 
⑥ 保険会社等の不払い等に関するもの 
⑦ 保険募集人等の不適正な行為（重要事項の不十分な説明、手続に関する不適切な案内・対応、不

告知の教唆、無断契約、名義借り等）に関するもの 
⑧ 損害保険会社の火災保険の保険料過徴収に関するもの 
⑨ 損害保険会社の不払い等（付随的な保険金の支払漏れ、第三分野商品に係る保険金の不払い等）

に関するもの 
⑩ 保険募集人等の不適正な行為（保険料の立替）に関するもの 
⑪ 貸金業者による法令違反のおそれのある行為（取立行為規制違反、帳簿の不当な開示拒否等）に

関するもの 
⑫ 貸金業者による顧客への不適切な説明に関するもの 
⑬ システム障害に関するもの 

http://www.fsa.go.jp/receipt/soudansitu/20091030.html
http://www.fsa.go.jp/receipt/soudansitu/20091030.html
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⑭ 外国為替証拠金取引業者とのインターネット経由での取引きに関するもの 
⑮ 外国為替証拠金取引業者の不適正な行為に関するもの 
⑯ 金融商品仲介業者の顧客からの金銭の預託の受入れに関するもの 
⑰ 無登録営業に関するもの 
⑱ 証券会社の高齢者に対する勧誘に関するもの 
⑲ 金融商品取引業者の不適正な行為（ホームページを閉鎖し電話に出ない等）に関するもの 
⑳ 金融商品仲介業者による不適正な行為(兼業規制違反のおそれ)に関するもの 

また、預金口座の不正利用に関する情報については、金融機関及び警察当局へ 27 口座の情報提供

を行っています。 

さらに、前期における情報の活用状況は以下のとおりです。 

① 監督において行った 275 金融機関等に対するヒアリング等に際して、相談室に寄せられた情報

を参考としています。 

② 金融庁が着手した 17 金融機関の検査等に際して、相談室に寄せられた情報を参考としています。 

 

５．寄せられた相談等のうち利用者の皆様に注意喚起する必要がある事例等について、「利用者からの

相談事例等と相談室からのアドバイス等」として周知しています。今回、新たに追加又は改訂する

「利用者からの相談事例等と相談室からのアドバイス等」の項目・相談事例等は、以下のとおりで

す。 

□ 保険商品等 

○ 保険内容の顧客説明に関する相談等 
    【相談事例（指定代理請求制度）】 

・ 保険会社から手続きの案内が届いたのですが、指定代理請求制度とはどのような制度でし

ょうか。 
    【アドバイス等】 

・ 被保険者本人が保険金を請求できない特殊な事情がある場合、あらかじめ指定された指定

代理請求人が、被保険者の代理人として保険金を請求できる制度のことです。 
・ 例えば、「特定疾病保障保険」や「リビング・ニーズ特約」など、被保険者本人が受取人

であり、かつ生前に保険金を受け取れる契約をしている場合に、「本人が余命もしくは病名

（ガンなど）を知らされていない」、または「本人が心神喪失の状況にある」などの事情が

あると、本人からは保険金が請求されないケースがありますが、このような場合、指定代理

請求人を指定しておけば、指定代理請求人が本人に代わって保険金を請求することができま

す。 
・ 基本的に請求時において、被保険者と同居又は生計を一つにしている被保険者の戸籍上の

「配偶者」または「三親等内の親族」であれば、指定代理請求人として指定することができ

ます。 
 

□ 投資商品等 

   ○ 未公開株式の取引に関する相談等 
    【相談事例等（金融庁や財務局等を騙る業者）】 

・ 数年前に上場確実と言われ購入した未公開株について、業者から株式の交換により救済措 
置を図ると別の未公開株を送りつけられたが、応じずに放置していたところ、当該業者から、 
金融庁等から指導されてしまうので、送った未公開株の代金の支払いをするよう文書が届き

ました。 
     【アドバイス等】 

・ 金融庁等が、未公開株の取引等に関して、何らかの業務を外部へ委託することはありませ 
ん。また、金融庁や証券取引等監視委員会の職員が、電話で未公開株の上場時期について言

及したり、未公開株の買取交渉を行ったりすることもありません。このような連絡があった

場合には、詐欺的な商法であると考え、一切関わりにならないようにしてください。 
 

□ 貸金等 

○ 総量規制に関する相談等 
    【相談事例等】 
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「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」

等に対するパブリックコメントの結果等について 

・ 専業主婦は収入がないため、借入れが出来なくなるのですか。 
・ 現在、年収等の３分の１を超える借入れをしているが、総量規制の導入後は年収等の３分の１

を超える部分について、一括で返済を求められるのでしょうか。 
【アドバイス等】 
・ 収入の無い専業主婦については、当該配偶者の同意を前提に、配偶者と合算した年収を基準と

し、総量規制が適用されることとなります。 
なお、当該同意が真正なものであるか否かについては、各貸金業者において、慎重な判断が求

められることになると考えられます。 
・ 総量規制が施行された場合には、貸金業者に対して、借入れをしようとする人の年収等の資力

や信用状況、借入状況の調査が義務付けられます。また、借入総額が年収の３分の１を超過して

いる場合には、利用限度額が減額され、新たな借入れが制限されることになります。 

・ 既存の借入れについては、約定通りの返済を行っていれば、直ちに一括返済を求められること

はないのではないかと考えられます。 
 

＊ その他、金融庁のウェブサイト（「一般のみなさんへ」）では、金融サービスを利用する皆様に

ご注意いただきたい情報を掲載しています。 

 

【法令解説等】 

 

 

 

 

 

 

金融庁では、「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」、「投資信託及び投

資法人に関する法律施行規則の一部を改正する内閣府令（案）」、「金融商品取引法第二条に規定する定義

に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」及び「金融商品取引法等に関する留意事項について

（案）」について、平成21年6月19日から7月21日にかけて広く意見募集を行い、9月9日にパブリッ

クコメント結果を公表しました。改正内閣府令は、同日公布・施行されました。また、金融商品取引法等

に関する留意事項について（金融商品取引法等ガイドライン）及び改正後の金融商品取引業者等向けの総

合的な監督指針についても同日から適用を行っています。 

 

改正の概要は、以下のとおりです。 

（１）損失補てんの事故確認について、金融商品取引業協会による確認により財務局の確認を代替で

きることとしました。 

 

従来、業者が損失補てんを行う場合には、原則、補てんに係る損失が事故に起因するものであ 

ることにつき、財務局の確認が必要とされていましたが、弁護士又は司法書士が顧客を代理して

いる和解であって、損失が1,000万円（司法書士の場合140万円）を超えないもの等については、

財務局の確認を要せずに損失補てんができる例外が設けられていたところです。 

 

今般、この例外を追加し、金融商品取引業協会内の弁護士又は司法書士を含む委員会により確

認した場合であって、損失が1,000万円（司法書士のみからなる委員会の場合140万円）を超え

ないものについては、財務局の確認を金融商品取引業協会内の委員会の確認で代えることができ

ることとしました。 

 

（２）登録金融機関における証券取引に係る総合口座貸越を一定の要件の下で可能としました。 

 

具体的には、以下の要件を満たす登録金融機関における総合口座貸越による証券取引を可能と

しました。 

① １月以内に完済するものであること 

http://www.fsa.go.jp/index.html#ippan
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「金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令の一部を改正す

る内閣府令（案）」等に対するパブリックコメントの結果等について 

②  累積投資契約に係る取引であること 

③ 信用供与の上限額を10万円とすること 

 

（３）投資信託の運用報告書等の電子交付の方法を追加しました。 

 

従来、目論見書の電子交付については、書面交付後５年間、投資家の請求に応じて電子メール

等により交付することができる態勢を整えれば、常にホームページに掲載することは不要である

とされていますが、投資信託の運用報告書・投資信託約款の電子交付には同様の規定がありませ

んでした。 

この点について、投資信託の運用報告書・投資信託約款についても目論見書と同様の方式を可

能としました。 

 

  （４）契約締結前交付書面における認定投資者保護団体に係る記載事項を見直しました。 

 

従来、対象事業者となっている認定投資者保護団体を契約締結前交付書面に記載することとさ

れており、業者が複数の団体に加盟している場合、全て記載する必要がありました。 

この点について、契約を締結しようとする取引に関し、対象事業者となっている団体を契約締

結前交付書面に記載することとしました。 

 

（５）有価証券又は金銭の受渡しを伴わない取引に係る取引残高報告書の取扱いを見直しました。 

 

従来、媒介等により顧客との有価証券又は金銭の受渡しを伴わない取引についても、四半期の

間に取引があれば取引残高報告書を交付することが義務付けられていたところ、これを不要とし

ました。 

 

（６）従業員持株会を通じた株式所有スキームの金融商品取引法等における取扱いを明確化しました。 

 

従業員持株会を通じた株式所有スキームのうち一定の要件を満たすものについて、内閣府令に

おいて引受業に係る適用除外を設けるとともに、「金融商品取引法等に関する留意事項につい

て」を新設し、集団投資スキームに該当しないことや投資信託及び投資法人に関する法律第７条

に反しないことを明確化しました。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「金融商品取引業等に関する内閣府令の

一部を改正する内閣府令(案)」等に対するパブリックコメントの結果等について（平成 21 年 9 月 9

日）にアクセスしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社企業再生支援機構法（平成 21 年法律第 63 号）（以下「機構法」という。）は、６月 26 日に公

布、９月28日に施行されました。 

 機構法の施行に係る金融庁関係府令の整備を行うため、７月 24 日から８月 24 日にかけて広く意見募 

集を行いました。改正された府令等については９月 24 日より公布し、機構法の施行日と同日に施行され 

ています。 

 改正内容の概要は以下のとおりです。 

 

１．府令 

① 金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令 

： 株式会社企業再生支援機構（以下「機構」という。）を適格機関投資家に追加しました。 

② 銀行法施行規則等  

http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090909-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090909-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090909-1.html
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「主要行等向けの総合的な監督指針」、「中小∑地域金融機関向けの総合的

な監督指針」及び「保険会社向けの総合的な監督指針」の一部改正（案）

に対するパブリックコメントの結果等について 

： 機構が支援決定をした対象会社に係る議決権保有株について、銀行及び保険会社等の投資専門

子会社を通じた議決権保有制限（いわゆる５％（保険会社等は 10％）ルール）の例外措置の対

象としました。 

 

２．告示 

 ① 整理回収機構による資産買取価格に係る告示  

： 整理回収機構による金融再生法第 53 条買取りを決定する際の基準として、機構から買い取る

債権が破綻懸念先以下であることを規定しました。 

② 銀行法第十四条の二の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況

が適当であるかどうかを判断するための基準等  

： 支援対象事業者が金融機関からの資金の借入れに際し、機構により債務保証されたエクスポー

ジャーについて、そのリスクウエイトを10％とすること等を規定しました。 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

金融庁では、「主要行等向けの総合的な監督指針」、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」及 
び「保険会社向けの総合的な監督指針」の一部改正（案）について、平成 21 年７月 24 日から平 
成 21 年８月 24 日にかけて、広く意見の募集を行い、先般９月 24 日にパブリックコメント 
の結果を公表し、各監督指針の改正を行いました。 
改正の概要について、以下のとおりです。 

 
○ 「株式会社企業再生支援機構法」の公布に係る改正 

  ・ 株式会社企業再生支援機構法（平成 21 年法律第 63 号）の公布を踏まえ、貸出条件緩和債権に

該当しないための「実現可能性の高い抜本的な経営再建計画」の策定主体として、同機構を明記し

ました。 
 
  ・ 銀行法施行規則等の改正により、銀行等の議決権保有制限の例外に株式会社企業再生支援機構が

支援決定をした対象会社が追加されることに伴い、所要の改正を行いました。 
 
   
改正後の監督指針については、「株式会社企業再生支援機構法」の施行日（平成21年９月 28日）から 

適用しています。 
 
※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「報道発表資料」から「主要行等向けの総合的な監督指針」、「中

小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」及び「保険会社向けの総合的な監督指針」の一部改正

（案）に対するパブリックコメントの結果等について（平成 21 年 9 月 24 日）にアクセスしてくだ

さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.fsa.go.jp/news/21/20090924-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/20090924-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/20090924-2.html
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Ｑ１： 会計の話なのですけれども、以前もお伺いしたかもしれないのですが、国際会計基準の関係

で、今のところ、2012 年をめどに、上場企業、割合大きな会社だと思うのですけれども、そこ

を対象に国際会計基準を適用するか決めると。３年後ですけれども、そういうスケジュール感

はあるのですが、これについては、今のところは変えないのか。それとも、そもそもそれも変

えようというお考えなのか。 

Ｑ３： 今のところは、2012 年とまだ先の話なのですが、今、出ているそのスケジュール自体

を白紙にするという考えではない…。 

Ｑ２： その議論の中で、要するに、適用するなり、（議論の）中に入って日本基準に引っ張っ

てくるぐらいの勢いで交渉するというやり方と、そもそも全く受け入れない、「日本基準

でいきます」というやり方と、２種類あるような気がするのですけれども。 

【金融ここが聞きたい！】 
 このコーナーは、大臣の記者会見における質疑応答などの中から、時々の旬な情報をセレクトし

てお届けするものです。 

 もっとたくさんご覧になりたい方は、金融庁ウェブサイトの「記者会見」のコーナーにアクセス

してください。 

 

 

 

 

 

Ａ１． これは、今はグローバルな時代ですから、理想で言えば、世界中の会社が同じような会

計基準でやったほうが便利であることは間違いないです。しかし、それぞれの国の経済に

は、個性もあれば歴史的な経緯もある中で会社を営んでいるわけですから、そういう意味

で、金太郎飴のようにピシッと日本の企業の企業会計を合わせていかなければならない、

ということではないと私は思うのです。時間をかけて、世界で、日本だけを合わせるとい

うのではなく、世界も合わせなければいけないわけでしょう。世界中が一つの方向にまと

まっていくということは良いことですけれども、何か世界のものがあって、日本がそれに

合わせていけば良いというものではないので。逆に言うと、世界の企業会計基準を日本が

引っ張っていくぐらいの経済力が日本になければいけないのです。 

 

 

  

Ａ２． ２種類って、単にきちんと大根を切るみたいに分けるものでもないけれども、これは、

「日本だけが特別な道を歩みますよ」というわけにはいかないですね。もう国際取引もし

て、いろいろなこともやっているわけですから。そうはいかないけれども、もう短絡的に

外国に切り目を合わせていけば良いというものでもない。 

 

 

 

Ａ３． そういう気はありません。だから、それは日本だけのひとり相撲ではないですからね。 

 

【平成21年11月13日（金）閣議後記者会見】 

 

 

 

 

 

 

http://www.fsa.go.jp/common/conference/index.html
http://www.fsa.go.jp/common/conference/minister/2009b/20091113-1.html
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○「e-Gov 電子申請システム」ご利用について 

国民の利便性・サービス向上の取組みとして、金融庁が所管する申請・届出についても、「e-Gov 電

子申請システム」(http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/smenu.html)の利用により、電子申請・届出を

することができますので、みなさまの積極的なご利用をお願いします。 

本システムで手続きが可能な申請・届出等については「申請･届出などの手続案内・金融庁認証局に

ついて」(http://www.fsa.go.jp/common/shinsei/index.html)の「法令一覧による検索」をご確認く

ださい。 

なお、本システムのご利用にあたりましては、「e-Gov 電子申請システム利用規約」に同意していた

だく必要があります。 

 

○「e-Gov電子申請システム」利用のメリット 

 

いつでも 

・ 時間にとらわれず夜間や休日でも 24 時間手続きができます。 

(注) 本システムの保守等が必要な場合は、システムの運用停        

止等を行うことがあります。 

 
どこでも 

・ 自宅や職場、遠隔地からでも、インターネット経由で手続き 

ができます。 

(注）添付書類のうち、公的機関証明書等、原本を提出する必 

要のあるもの等については、別に郵送等で提出していただ         

くことになります。 

 

※ 「e-Gov 電子申請システム」の使い方について、詳しくは e-

Gov トップページの「e-Gov 電子申請システムのご利用はこ

ちらから」をご確認ください。 

 

〇 新着情報メール配信サービス（日本語版・英語版）へのご登録のご案内 
  金融庁ウェブサイトでは、新着情報メール配信サービス（日本語版・英語版）を行っています。皆

様のメールアドレスをあらかじめ登録していただきますと、日本語版の場合、毎月発行される「アクセ

ス FSA」や日々発表される各種報道発表など、新着情報を１日１回、電子メールでご案内します。 

  また、英語版でも金融庁英語版ウェブサイトの新着情報や「FSA Newsletter」など、新着情報を１日

１回、電子メールでご案内します。 

日本語版の登録をご希望の方は、「新着情報メール配信サービス」に、英語版の登録は「Subscribing 
to E-mail Information Service」 にアクセスしてください。 

 

○ 証券取引等監視委員会ウェブサイトにて新着情報メール配信サービスへの

ご登録のご案内 
証券取引等監視委員会ウェブサイトでは、新着情報メール配信サービス(日本語版・英語版）を行 

っています。皆様の電子メールアドレスをあらかじめ登録していただきますと、金融商品取引業者等に 

対する行政処分等に関する勧告や課徴金納付命令に関する勧告など、証券取引等監視委員会ウェブサイ 

トの新着情報を電子メールでご案内します。 

 

※ 詳しくは、日本語版の登録をご希望の方は、証券取引等監視委員会ウェブサイトの「新着情報メー    

ル配信サービス」に、英語版の登録は「Subscribing to E-mail Information Service」 にアクセスして

ください。 

 

 

http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/smenu.html
http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/smenu.html
http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/smenu.html
http://www.fsa.go.jp/common/shinsei/index.html
http://www.fsa.go.jp/common/shinsei/index.html
http://www.fsa.go.jp/common/shinsei/index.html
http://shinsei.e-gov.go.jp/225/annai/contents/hourei.html
http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/prepare/agreement.html
http://www.e-gov.go.jp/index.html
http://www.e-gov.go.jp/index.html
http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/precheck.html
http://shinsei.e-gov.go.jp/menu/precheck.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/service_top.htm
http://www.fsa.go.jp/en/haishin/index.html
http://www.fsa.go.jp/en/haishin/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/en/index.html
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○ 公認会計士・監査審査会ウェブサイトにて新着情報メール配信サービスへ

のご登録のご案内 

  公認会計士・監査審査会ウェブサイトでは、新着情報メール配信サービス(日本語版・英語版）を

行っています。皆様の電子メールアドレスをあらかじめ登録していただきますと、公認会計士・監査審

査会ウェブサイトの新着情報を電子メールでご案内します。 

 

※ 詳しくは、日本語版の登録をご希望の方は、公認会計士・監査審査会ウェブサイトの「新 

着情報メール配信サービス」に、英語版の登録は「Subscribing to E-mail Information Service」 に

アクセスしてください。                                            

                                                      

【９∑10月の主な報道発表】 

９月３日 ｱｸｾｽ 
味の素株式会社社員による内部者取引に係る金融商品取引法違反審判事件の第 1 回審判期日開催

について 

  ７日 ｱｸｾｽ 
中央銀行総裁・銀行監督当局長官グループによる「世界的な銀行危機に対する包括的な対応」に

関するプレス・リリースの公表について 

  ９日 ｱｸｾｽ 
「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令(案)」等に対するパブリックコ

メントの結果等について 

  11日 ｱｸｾｽ 全国信用協同組合連合会に対する信託受益権等の買取りの決定について 

 ｱｸｾｽ 
株式会社みちのく銀行、株式会社きらやか銀行及び株式会社第三銀行に対する資本参加の決定に

ついて 

 ｱｸｾｽ New Asia Asset Management株式会社に対する行政処分について 

 ｱｸｾｽ 株式会社アイエスオーに対する行政処分について 

 ｱｸｾｽ 
「中小企業向け融資の貸出条件緩和が円滑に行われるための措置」に基づく貸出条件緩和の状況

について（平成21年４～６月期） 

 ｱｸｾｽ 我が国の預金取扱金融機関のサブプライム関連商品及び証券化商品等の保有額等について 

 ｱｸｾｽ 
株式会社豊和銀行の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づく認定事業再

構築計画の実施状況報告書の概要について 

 ｱｸｾｽ 
株式会社福岡銀行及び株式会社熊本ファミリー銀行の産業活力の再生及び産業活動の革新に関す

る特別措置法に基づく認定事業再構築計画の実施状況報告書の概要について 

 ｱｸｾｽ 
株式会社山口銀行及び株式会社もみじ銀行の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措

置法に基づく認定事業再構築計画の実施状況報告書の概要について 

 ｱｸｾｽ 
味の素株式会社社員による内部者取引に係る金融商品取引法違反審判事件の第 2 回審判期日開催

について 

 ｱｸｾｽ 
株式会社ビックカメラ役員が所有する同社株券の売出しに係る目論見書の虚偽記載に係る金融商

品取引法違反審判事件の第1回審判期日開催について 

 ｱｸｾｽ 銀行持株会社の設立認可について 

  14日 ｱｸｾｽ 「外国監査法人等に対する検査監督の考え方」の公表について 

 ｱｸｾｽ 
「企業内容等の開示に関する留意事項について」（企業内容等開示ガイドライン）の一部改正

（案）の公表について 

  15日 ｱｸｾｽ 
ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社が提出した有価証券届出書に係る金融商品取引法

第８条第１項に規定する期間の延長について 

 ｱｸｾｽ ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社に対する行政処分について 

18日 ｱｸｾｽ 株式会社リブラに対する行政処分について 

http://www.fsa.go.jp/haishin/cpaaob/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/cpaaob/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/cpaaob/en/index.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090903-1.html
http://www.fsa.go.jp/inter/bis/20090907.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090909-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-5.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-9.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090911-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090911-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-4.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-10.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-8.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-7.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-6.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090911-11.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090911-12.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090911-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20090914-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20090914-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090915-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/20090915-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090918-1.html
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 ｱｸｾｽ 
株式会社荘内銀行及び株式会社北都銀行の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置

法に基づく事業再構築計画の認定について 

 ｱｸｾｽ 
株式会社池田銀行及び株式会社泉州銀行の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置

法に基づく事業再構築計画の認定について 

  24日 ｱｸｾｽ 

「主要行等向けの総合的な監督指針」、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」及び「保

険会社向けの総合的な監督指針」の一部改正（案）に対するパブリックコメントの結果等につい

て 

 ｱｸｾｽ 
「金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」等

に対するパブリックコメントの結果等について 

  28日 ｱｸｾｽ 
株式会社ビックカメラ役員が所有する同社株券の売出しに係る目論見書の虚偽記載に係る金融商

品取引法違反審判事件の第2回審判期日開催について 

  29日 ｱｸｾｽ 「貸し渋り・貸し剥がし」対策の検討について 

 ｱｸｾｽ 生命保険会社の合併について 

  30日 ｱｸｾｽ 貸金業関係統計資料集の更新について 

10月１日 ｱｸｾｽ アルジェンテック株式会社に対する行政処分について 

  ２日 ｱｸｾｽ 平成２２年度 税制改正要望に係る御意見の募集について 

 ｱｸｾｽ フォレスト出版株式会社に対する行政処分について 

 ｱｸｾｽ 
国際会計基準委員会財団（ＩＡＳＣＦ）モニタリング・ボードによる「会計基準及び基準設定の

原則に関する声明」の公表について 

  ５日 ｱｸｾｽ 株式会社ＴＯＮＫに対する行政処分について 

  ６日 ｱｸｾｽ 「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」等の公表について 

  ７日 ｱｸｾｽ 株式会社原弘産役員による内部者取引に対する課徴金納付命令の決定について 

９日 ｱｸｾｽ 
金融担当副大臣談話 

（「貸し渋り・貸し剥がし」対策法案の金融担当大臣への報告について） 

 ｱｸｾｽ 北辰物産株式会社に対する行政処分について 

 ｱｸｾｽ 偽造キャッシュカード等による被害発生等の状況について 

 ｱｸｾｽ 
味の素株式会社社員による内部者取引に係る金融商品取引法違反審判事件の第 3 回審判期日開催

について 

  13日 ｱｸｾｽ 貸金業関係統計資料集の掲載について 

  15日 ｱｸｾｽ 中小企業金融に関するアンケート調査結果の概要 

  16日 ｱｸｾｽ 平成21年金融商品取引法等の一部改正に係る政令案・内閣府令案等の公表について 

 ｱｸｾｽ 平成22年度機構・定員及び予算要求について（平成21年10月） 

  19日 ｱｸｾｽ 「行政処分事例集」の更新について 

  20日 ｱｸｾｽ 株式会社ＭＪに対する行政処分について 

 ｱｸｾｽ 株式会社ダイヤモンドオフィスに対する行政処分について 

  22日 ｱｸｾｽ 
株式会社ビックカメラ役員が所有する同社株券の売出しに係る目論見書の虚偽記載に係る金融商

品取引法違反審判事件の第3回審判期日開催について 

  23日 ｱｸｾｽ ＢＮＰパリバ証券会社東京支店に対する行政処分について 

 ｱｸｾｽ 日本興亜損害保険株式会社に対する行政処分について 

 ｱｸｾｽ 空売り規制・自己株式取得に係る時限措置の延長について 

  28日 ｱｸｾｽ 信託業の免許について 

  29日 ｱｸｾｽ 株式会社コンコードに対する行政処分について 

  30日 ｱｸｾｽ 経営健全化計画の見直しについて 

http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090918-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20090918-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/20090924-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/20090924-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20090928-1.html
http://www.fsa.go.jp/common/conference/vice_minister/2009b/20090929/01.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/21/hoken/20090929-1.html
http://www.fsa.go.jp/status/kasikin/20090930/index.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091001-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20091002-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091002-1.html
http://www.fsa.go.jp/inter/etc/20091002.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091005-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20091006-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091007-1.html
http://www.fsa.go.jp/common/conference/danwa/20091009.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091009-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091009-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091009-2.html
http://www.fsa.go.jp/status/kasikin/20091013/index.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091015-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/20091016-1.html
http://www.fsa.go.jp/common/budget/yosan/22youkyuu-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/20091019-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091020-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091020-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091022-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091023-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/hoken/20091023-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091023-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091028-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091029-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091030-3.html
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 ｱｸｾｽ 平成２２年度 税制改正要望に係る御意見の募集の結果及び平成２２年度税制改正要望について

 ｱｸｾｽ 
第 173 回国会における金融庁関連法律案について（中小企業者等に対する金融の円滑化を図るた

めの臨時措置に関する法律（案）（平成21年10月30日提出）） 

 ｱｸｾｽ 
「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等 

（期間：平成21年７月１日～９月30日） 

 ｱｸｾｽ 預金口座の不正利用に係る情報提供件数等について 

 ｱｸｾｽ 貸金業関係統計資料集の更新について 

 ｱｸｾｽ 空売り規制・自己株式取得に係る時限措置の延長に関する内閣府令・告示の公布について 

 
 

※ ｱｸｾｽ マークのある項目につきましては、 ｱｸｾｽ から公表された内容にアクセスできます。 

 

http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20091031-4.html
http://www.fsa.go.jp/common/diet/173/index.html
http://www.fsa.go.jp/receipt/soudansitu/20091030.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/ginkou/20091030-1.html
http://www.fsa.go.jp/status/kasikin/20091030/index.html
http://www.fsa.go.jp/news/21/syouken/20091030-2.html
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